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○災害による水俣市営住宅の一時使用に関する要綱 

平成28年４月１日告示第31号 

改正 

令和７年11月28日告示第129号 

災害による水俣市営住宅の一時使用に関する要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第238条の４第７項の規定に基づき、被災

者に対し市営住宅の一時的な使用（以下「一時使用」という。）を認めることにより、被災者の

自立した生活の再建を支援することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 災害 火災、地震、水害等をいう。 

(２) 被災者 災害により自ら居住する住宅での居住が困難になった者をいう。 

(３) 一時使用 災害時の緊急避難として、市営住宅を期間限定して使用することをいう。 

（対象者） 

第３条 一時使用をすることができる被災者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(１) 市内に住所を有していること（国又は他の地方公共団体が市に対し被災者の受け入れを要

請した場合を除く。）。 

(２) 他に住宅の確保ができないこと。 

(３) 災害に遭ったことが分かる証明書の発行を受けていること。 

(４) 災害の発生原因が被災者本人の故意又は重大な過失によるものでないこと。 

(５) 市税を滞納していないこと。 

(６) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員をいう。）でないこと。 

（対象市営住宅） 

第４条 一時使用をすることができる市営住宅は、公募による当選者の入居に支障がない適当な空

き家とする。 

（申請） 

第５条 一時使用の許可を受けようとする被災者は、災害による市営住宅の一時使用許可申請書（様

式第１号）に次に掲げる書類を添付して市長に申請するものとする。ただし、国又は他の地方公
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共団体が市に対し被災者の受け入れを要請した場合は、この限りではない。 

(１) 市営住宅に入居する被災者全員の住民票 

(２) 災害に遭ったことが分かる証明書 

(３) 市税の滞納がないことが分かる証明書 

(４) その他必要な書類 

（許可） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、一時使用を

許可するときは、災害による市営住宅の一時使用許可書（様式第２号）を交付するものとする。

この場合において、市長は、必要な条件（以下「許可条件」という。）を付すものとする。 

２ この要綱に基づく許可は、水俣市財産管理規則（平成８年規則第３号）第19条第１項第２号に

該当するものとする。 

（使用料） 

第７条 使用料は、水俣市行政財産使用料条例（平成７年条例第33号）第２条の規定に基づき徴収

する。 

２ 前条の規定による許可を受けた者（以下「入居者」という。）は、災害による市営住宅の一時

使用料免除申請書（様式第３号）を市長に提出することにより、使用料の免除を申請することが

できる。 

３ 市長は、前項の申請があり、特に必要と認めるときは、水俣市行政財産使用料条例第３条第１

項第３号の規定に基づき、使用料を減免するものとする。 

（共益費等） 

第８条 共益費（共用部分における居住者の負担すべき費用をいう。）及び光熱水費等（電気、ガ

ス、水道及び下水道の使用料並びに廃棄物の処理に要する費用）については入居者の負担とする。 

（一時使用の期間） 

第９条 一時使用の期間は、６か月を限度とする。ただし、市長がやむを得ないと認める場合は、

当初の一時使用の期間を含めて最長１年間を限度として、期間の更新をすることができる。 

（遵守義務） 

第10条 入居者は、一時使用に当たり、許可条件を遵守しなければならない。 

（許可の取消し） 

第11条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、許可を取り消すことができる。 

(１) 入居者が前条に違反したとき。 
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(２) 虚偽その他の不正の行為により許可を受けたとき。 

(３) その他市長が必要と認めたとき。 

（明渡し請求等） 

第12条 市長は、前条で許可を取り消された者及び第９条に定める一時使用の期間を超えて使用を

続ける者に対して、当該住宅の明渡しを請求することができる。 

２ 前項の規定により明渡しの請求を受けた者は、直ちに当該住宅を明け渡さなければならない。 

３ 市長は、入居者が第９条に定める一時使用の期間を超えて使用を続ける場合及び許可の取消さ

れた日以降も使用を続ける場合は、損害金として当該住宅の近傍同種家賃相当額を請求できる。 

（退去修繕費用） 

第13条 退去修繕費用は免除とする。ただし、入居者が故意又は過失により市営住宅を毀損し、又

は滅失したときは、これを原状に復し、又はこれにより生じた損害を賠償しなければならない。 

（その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年11月28日告示第129号） 

この要綱は、令和７年11月28日から施行する。 



4/6 

様式第１号（第５条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 
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様式第３号（第７条関係） 

 


